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ま え が き 

 
本報告書は、厚生労働省の要請を受けて当機構が実施した「ソーシャル・インパクト・

ボンドの動向に係る海外事情調査―イギリス、アメリカ―」に関する調査結果をとりま

とめたものである。本調査においては、イギリス、アメリカを対象に、ソーシャル・イ

ンパクト・ボンドを活用した公的事業における実態調査を行った。 
両国ともに、ソーシャル・インパクト・ボンドの前提となる民間基金財団の存在や、

非営利の中間支援組織およびサービス・プロバイダの活動が大規模に展開されてきた歴

史があることがわかった。また、政府においては、非営利のサービス・プロバイダに助

成金を提供するとともに、事業成果についての評価制度の検討が長期間にわたっておこ

なわれてきた経緯がある。これらの調査結果をとりまとめた本報告書が、日本における

サービス・インパクト・ボンドの活用をめぐるわが国の議論の一助となれば幸いである。 
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